
67

　 急速に高齢化が進む中、 介護を 必要と する 人やその家族が抱える 介護の不安や負担を 社会 

全体で支え合う こ と を目的に、 平成 12 年 4 月に始まっ た社会保障制度です。

　 住み慣れたこ のまちで、 皆さ んがいつまでも 安心し て暮らし ていかれるよう に介護保険

制度のし く みを理解し て、 介護が必要になったら 上手に介護サービスを利用し まし ょ う 。

介護保険制度のし く み

・ 介護保険料を 納めます

・ 介護が必要になっ たら サービスを 利用

  するための申請を し ます

・ サービスを 利用し て利用料を 支払います

被保険者（ 40 歳以上の方）

第 1 号被保険者

65 歳以上の人

第 2 号被保険者

40 歳から 64 歳の人

　

指定を 受けた社会福祉法

人、 医療法人、 民間企業、

非営利組織などがサービ

スの提供をし ます。

・ 介護保険制度を運営し ます

・  介護保険料の算定・ 通知を

し ます

・ 要介護認定を行います

・  被保険者証・ 負担割合証 

を交付し ます

・ 保険給付をし ます

・  サービスの確保・ 整備を 

し ます

サービス事業者保険者( 長野市）

・ 介護保険料の納付

・ 要介護認定の申請

・ 介護報酬の支払い

（ 9 〜 7 割）

・ 介護報酬の請求

・ 在宅や施設での

サービスの提供

・ 要介護認定

・ 介護保険被保険者証の交付

・ 利用料の支払い

（ 1 〜３ 割）

介護保険制度9
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●介護保険の被保険者（ 加入者）

介護保険は、 原則と し て 40 歳以上の人が加入し 、 介護保険料を納めます。

　 納めていただいた介護保険料は、 介護サービスを提供するための貴重な財源と なっ ています。

◎介護保険の被保険者（ 加入者） は年齢によっ て

　 第 1 号被保険者（ 65 歳以上の人）

　 第 2 号被保険者（ 40 歳から 64 歳の人） のふたつのグループに分かれます。

※要介護認定⇒詳し い説明は 71 〜 72 ページにあり ます。 　 　

65 歳以上の人は 40 歳から 64 歳の人は

第 1 号被保険者

介護サービスを利用でき るのは 介護サービスを利用できるのは

介護が必要であると 認定※ さ れた人（ ど

んな 病気やケガが原因で 介護が必要に

なっ たかは問われません。）　 　

特定疾病により 介護が必要であると 認定

さ れた人
（ 加齢と の関係が認めら れる下記の特定疾病に限り ます。

特定疾病以外、 例えば交通事故等外傷が原因で介護が必

要になっ た場合は介護保険の対象になり ません。）

第 2 号被保険者

特
と く て い し っ ぺ い

定疾病 国で指定し た次の 16 の疾病です。

●がん

（ 医師が一般に認めら れてい

る 医学的知見に 基づき 回復

の見込みがな い状態に 至っ

たと 判断し たも のに限る。）

●筋
き んいし ゅ く せいそく さ く こ う かし ょ う

萎縮性側索硬化症

●後
こ う じ ゅう じ んたいこ っ かし ょ う

縦靱帯骨化症

●骨
こ っ せつ

折を伴
と も な

う 骨
こ つ そ

粗し ょ う 症
し ょ う

●多
たけいと う いし ゅ く し ょ う

系統萎縮症

●初
し ょ ろ う き

老期における認
にんちし ょ う

知症

●脊
せきずいし ょ う のう へんせいし ょ う

髄 小 脳 変性 症

●脊
せきちゅう かんき ょ う さ く し ょ う

柱 管 狭 窄 症

●早
そう ろ う し ょ う

老 症

●糖
と う にょ う びょ う せいし んけいし ょ う がい

尿病性神経障害、　

　 糖
と う にょ う びょ う せいじ んし ょ う

尿 病 性 腎 症及び 糖
と う にょ う びょ う せいも う まく し ょ う

尿病 性網膜 症

●脳
のう けっ かんし っ かん

血管疾患

●パーキンソ ン病
びょ う かんれんし っ かん

関連疾患

●閉
へいそく せいどう みゃく こ う かし ょ う

塞性動脈硬化症

●関
かんせつ

節リ ウマチ

●慢
まんせいへいそく せいはいし っ かん

性閉塞性肺疾患

●両
り ょ う がわ

側の膝
し っ かんせつ

関節又は股
こ か ん せ つ

関節に

　 著
いちじ る

し い変
へんけい

形を伴
と も な

う 変
へんけいせいかんせつし ょ う

形性関節症
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●介護保険料

　 介護保険の給付に必要な費用は、 公費（ 税金） と 介護保険料と で半分ずつ負担し ています。

　 介護保険料の決め方・ 納め方は、 第 1 号被保険者と 第 2 号被保険者と で異なり ます。

■第１ 号被保険者（ 65 歳以上の人）

　 65 歳になっ た月（ 誕生日の前日の属する月） 分から 介護保険料を市へ納めていただきます。

　 年金を受給し ている人の場合、 支払いを 受ける前の年金から 、 あら かじ め介護保険料を 差

引き さ せていただいていますが、 新たに 65 歳になっ た人や市外から の転入者の場合、 すぐ

には年金から の差引き を始めるこ と ができ ないため、 その間、 納付書や口座振替で納めてい

ただき ます。 第 1 号被保険者の介護保険料は、 本人や同居の家族の市町村民税課税状況など

に応じ 11 段階に分かれています。

※第 1 〜 3 段階は、 消費税率変更に伴う 軽減措置後の保険料です。

※介護保険料の算出に用いる合計所得金額は、 収入から必要経費を引いた前年中の営業・ 農業の事業所得や不動産所得、 利

子・ 配当所得、 給与所得 ・  年金（ 10 万円の特例控除あり） 等の雑所得、 一時所得、 譲渡所得から、 長期譲渡所得、 短期譲

渡所得に係る特別控除額を控除し た額をいいます。 また、 第 1 段階から第 5 段階については、 上記合計所得金額から公的

年金等に係る雑所得を控除し た額をいい、 その額が 0 円を下回る場合は 0 円とします。

※介護保険料の減免・ 徴収猶予

被災し た等、 一時的に介護保険料が支払えなく なったとき、 または収入が少なく 生活にお困り の人で、 一定の要件に該当

するときは、 介護保険料の減免や徴収猶予を受けられることがあります。 介護保険課へご相談く ださい。

段階 対象者 介護保険料（ 年額）

第 1 段階

・ 生活保護受給者

・ 老齢福祉年金受給者で、 世帯全員が市町村民税非課税の人

・ 世帯全員が市町村民税非課税で、 本人の前年の公的年金等収入金額と 合計所得金額の

合計が 80 万円以下の人

20 ,4 10 円

第 2 段階
世帯全員が市町村民税非課税で、 本人の前年の公的年金等収入金額と 合計所得金額の合

計が 80 万円を 超え、 120 万円以下の人
34 ,0 20 円

第 3 段階
世帯全員が市町村民税非課税で、 本人の前年の公的年金等収入金額と 合計所得金額の合

計が 120 万円を 超える 人
47 ,6 20 円

第 4 段階
世帯の中に市町村民税課税者がおり 、 本人は市町村民税非課税で、 前年の公的年金等収

入金額と 合計所得金額の合計が 80 万円以下の人
59 ,5 30 円

第 5 段階
世帯の中に市町村民税課税者がおり 、 本人は市町村民税非課税で、 前年の公的年金等収

入金額と 合計所得金額の合計が 80 万円を超える 人
68 ,0 40 円

第 6 段階 本人が市町村民税課税で、 前年の合計所得金額が 120 万円未満の人 78 ,2 40 円

第 7 段階 本人が市町村民税課税で、 前年の合計所得金額が 120 万円以上 200 万円未満の人 86 ,7 50 円

第 8 段階 本人が市町村民税課税で、 前年の合計所得金額が 200 万円以上 300 万円未満の人 102 ,0 60 円

第 9 段階 本人が市町村民税課税で、 前年の合計所得金額が 300 万円以上 400 万円未満の人 115 ,6 60 円

第 10 段階 本人が市町村民税課税で、 前年の合計所得金額が 400 万円以上 1 ,000 万円未満の人 129 ,2 70 円

第 11 段階 本人が市町村民税課税で、 前年の合計所得金額が 1 ,000 万円以上の人 136 ,0 80 円

●令和５ 年度の介護保険料

介護保険制度9
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●介護保険料を滞納すると ？

　 決めら れた納付期限までに保険料を納めないと 財産の差押等の滞納処分を 受ける場合があ

り ます。 また、 滞納期間に応じ て以下のと おり 措置さ れる場合があり ます。

■第 2 号被保険者（ 40 ～ 64 歳）

　 加入し ている健康保険の保険料の中に介護保険料が含まれています。

　 保険料額の算定は、 それぞれの健康保険組合（ 国民健康保険、 社会保険、 共済組合など）

で独自に行っ ています。

　 第 2 号被保険者の介護保険料の決め方・ 納め方などについては、 加入し ている健康保険組

合などに直接お問い合わせく ださ い。

1 年以上の滞納

本来 1 ～ 3 割の自己負担ですむ介護サービス利用料が、 いっ たん全額自己負担（ 10

割負担） と なり 、 後日、 申請によっ て介護保険給付分（ 9 ～ 7 割） の払い戻し を受け

ます。

1 年 6 カ 月以上の滞納

本来 1 ～ 3 割の自己負担ですむ介護サービス利用料が、 いっ たん全額自己負担（ 10

割負担） と なり 、 さ ら に本来払い戻さ れる介護保険給付分（ 9 ～ 7 割） が滞納し た保

険料に充てら れます。

2 年以上の滞納

介護保険料を 遡っ て納める こ と ができ なく なり 、 未納期間に応じ て、 本来 1 ～ 3 割

の自己負担ですむ介護サービス利用料が 3 割または 4 割の自己負担に引き 上げら れ

ます。 また、 高額介護サービス費（ 一定額を 超えた自己負担額分を払い戻す制度） 等

の支給が受けら れなく なり ます。

M  E M  O
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介護予防や介護サービスが必要と 感じ たら …

①相談

地域包括支援センタ ー（ ▶ ５

ページ） で、 生活の困り ごと

などについて相談し ます。
市の窓口（ 中部地域包括支援セン タ ー・ 中部

地域包括支援セン タ ー篠ノ 井支所駐在・ 介護

保険課・ 各支所・ 市保健所） に「 要介護認定」

の申請をし ます。

●申請に必要なも の

・ 要介護・ 要支援認定申請書

　（ 市の窓口にあり ます）

・ 介護保険の被保険者証（ 65 歳以上の人）

・ 健康保険の被保険者証

要介護認定の申請

②介護サービスが必要な場合

介護予防・ 生活支援サービス事業　

▶ 57 ～ 66 ページ

介護予防・ 生活支援サービス対象者（ 事業

対象者） となります。

サービスの利用で改善を目指し ます。

◎一般介護予防事業も 利用でき ます。

一般介護予防事業　

▶ 55 ～ 56 ページ

介護予防教室や地域の「 通い

の場」 などへ参加できます。

介護保険の

サービスを

利用し たい

心身や日常生活の状

態などを調べます。

基本チェ ッ ク

リ スト 実施

生活機能の低下

が見ら れる

体操教室などへ参加し たい、

地域の人と 交流し たい、　

など

６ ５ 歳以上の人

どなたでも

日
常
生
活
で
介
助
が
必
要
と
感
じ
て
き
た

　
な
ど

介護予防が必要な場合

生活機能の低下

が見ら れない

介護保険制度9
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認定調査の結果と 主治医意見書の

内容から、 介護の手間を推計し コ

ンピュータ ー判定を行います。

⑦サービスの選択 

④一次判定③認定調査 + 主治医意見書

●認定調査

調査員が自宅等を 訪問し 、 心身の状況について、

本人と 家族などから 聞き 取り 調査等を行います。

●主治医意見書

かかりつけ医が心身の状況について意見書を作成します。

ケ ア プ ラ ン に 基づ い て、 サー ビ ス を 利用
し ま す。 ▶ 7 3 ～ 74 ページ
原則と し て費用の1 ～3 割が利用者負担と なり ます。

市が要介護度を 認定し 、 結果通知と

新し い被保険者証を送り ます。

⑥認定・ 通知

●要介護１ ～５

　 介護サービ スを 利用する こ と で生活機

　 能の維持や改善を図るこ と が適切な人

●要支援１ ・ ２

　 介護予防サービ スなど を 利用する こ と

　 で生活機能が改善する可能性が高い人

介護サービス　 ▶ 78 ～ 112 ページ

介護予防サービス▶ 78 ～ 112 ページ

介護予防が必要な場合▶ 53 ～66 ページ

一般介護予防事業

▶ 55 ～ 56 ページ

介護予防・ 生活支援サービ ス事業

▶ 57 ～ 66 ページ

●非該当（ 自立）

　 要介護や要支援に認定さ れなかっ た人

　 ◎一般介護予防事業を利用でき ます。

　 ◎ 事業対象者は介護予防・ 生活支援サー

ビス事業を利用できます。 ▶ 53 ページ

介護サービス、 介護予防サービスは

利用でき ません。

長野広域連合に設置さ れた介護認定審査会で次の事項に

ついて審査し ます。

★介護サービスの必要の有無

★介護サービスの必要の程度

⑤審査・ 判定（ ニ次判定）

認定には

有効期限が

あり ます

有効期限満了後も 引き 続き サービ スを 利用する

ためには、 認定の「 更新」 手続き が必要で す。

有効期間満了の約 2 ヵ 月前にお知ら せを 郵送し

ますので、 必要な手続き をし てく ださ い。 また、

有効期間内に心身の状態が変わっ たと き は、 認

定の「 変更」 申請をするこ と ができ ます。

【 緊急にサービ スを 利用し たいと き 】

申請後すぐ にサービスを 利用し たいと き は、 地域包括支援センタ ー、

居宅介護支援事業所または市役所介護保険課にご相談く ださ い。
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●サービスの選択・ 利用

【 居宅で介護（ 予防） サービスを利用するには】

■居宅介護支援事業所を選ぶ

　 居宅介護支援事業所は、利用者が居宅で日常生活を営むために、も っ と も ふさ わし い介護サー

ビスを受けら れるよう に援助し ます。

（ 認定から サービスを利用するまで）

※地域包括支援センタ ーの役割については、 3 ページをご覧く ださ い。

■居宅介護支援事業所と は

　 介護についての幅広い知識をも っ たケアマネジャ ー（ 介護支援専門員） を配置し ています。

要介護認定申請の代行やケアプラ ン の作成を 依頼する と き の窓口と なり ます。（ 事業所一覧は

125 〜 127 ページをご覧く ださ い。）

認定申請し てから 概ね１ カ 月で「 要支援 1・ 2」 または「 要介護 1 〜 5」 の認定結果通知が

届きます。 ※新規申請の人は、 負担割合証も 発行さ れます。

認定結果に同封さ れた事業所一覧表から 本人または家族が居宅介護支援事業所を 選び電話

などでケアプラ ンの作成を依頼し ます。
※要支援 1・ 2 の認定を受けた人は、 地域包括支援センタ ーへケアプラ ンの作成を依頼し ます。

居宅介護支援事業所から ケアマネジャ ーが訪問し 利用者の心身の状況や生活環境を確認し 、

本人や家族、 主治医などと 相談し てケアプラ ンを作成し ます。
※要支援 1・ 2 の認定を受けた人は、 地域包括支援センタ ーから 担当者が訪問し ます。

ケアプラ ンが決まっ たら 居宅介護支援事業所と 契約を行います。
※要支援 1・ 2 の認定を受けた人は、 地域包括支援センタ ーと 契約し ます。

ケアマネジャ ーがサービス提供事業所の手配をし ます。

利用者がサービスの内容を 確認（ 同意） し 、 サービス提供事業所と 契約のう え、 介護サー

ビスを利用し ます（ 利用料の１ 〜 3 割をサービス提供事業所に支払います）。

一度決まっ たケアプラ ンは、 サービス利用開始後も 確認を 行い、 利用者の状況に応じ て見

直し 、 改善し ていきます。

介護保険制度9
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■ケアマネジャ ー（ 介護支援専門員） の役割

　 介護保険のサービスを利用する人などから の相談に応じ 、 利用者の希望や心身の状態等を 考

慮し て、適切な在宅または施設のサービスが利用できるよう に市町村、居宅サービス提供事業所、

介護保険施設等と の連絡調整を行います。

　 ケアマネジャ ーは、 サービスを 利用する人が自立し た日常生活を営むために必要な援助がで

きるよう 専門的な知識・ 技術をも っ た人です。 具体的には、 医師、 歯科医師、 薬剤師、 保健師、

看護師、理学療法士（ PT）、作業療法士（ OT）、社会福祉士、介護福祉士等をはじ めと する保健・

医療・ 福祉サービスの従事者のう ち、 一定の実務経験があり 、 試験に合格し た後、 実務研修を

修了し た人です。

■ケアプラ ン作成料

　 ケアプラ ン作成料は、 介護保険から 全額給付

さ れるため自己負担はあり ません。

【 施設を 利用するには】
本人または家族が施設に直接問い合わせをし ます。

＊要支援 1 または要支援 2 と 認定さ れた人は利用でき ません。（ 介護老人福祉施設、 地域密着

型介護老人福祉施設は要介護 3 以上の人のみ）

＊施設に空きがないなど、 すぐ にはご利用できない場合があり ます。

○サービス費用の目安

　 ケア プ ラ ン は、 介護保険のサー

ビ ス を 組み合わせる だ けで な く 、

一般の福祉サービ ス、 地域の市民

団体やボラ ン テ ィ ア 団体等のサー

ビ スも 取り 入れて 総合的な 視点で

作成するこ と が望まれます。

居宅介護支援事業者選びのポイ ント

　 また、 一度決まっ たケアプラ ンについても、 利用者の状況に応じ て見直し 、 改善し てい

く のも 、 ケアマネジャ ーの役割です。

　 そこ で　 ①長期にわたっ て利用者の立場で介護について考えてく れる

②高齢者の介護知識をも っ ている

③地域のサービス提供事業者の豊富な情報をも っ ている

と いう 点をポイ ント に事業者を選びまし ょ う 。

　 どう し ても 信頼関係が築けない場合は、 ケアマネジャ ーを変更するこ と ができます。

介　 護　 度 ケアプラ ン作成料

要支援 1・ 2 4 ,480 円 / 月

要介護 1・ 2 10 ,990 円 / 月

要介護 3・ 4・ 5 14 ,280 円 / 月
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●契約から サービスが始まる

　 介護保険では、 利用者と サービス提供事業者は個々に利用契約を結ぶこ と になり ます。 思わ

ぬ不利益やト ラ ブルになら ないよう に、契約書の記載事項をよく 確認し まし ょ う 。心配な場合は、

ケアマネジャ ーや地域包括支援センタ ー、 市の介護保険課窓口等に相談し まし ょ う 。

■契約書で定めら れる事柄と 、 確認のポイ ント

①サービスの内容

　 サービスの種類と 内容がき ちんと 記載さ れ

ているか。 サービスの詳細については別紙に

記載さ れているこ と も あり ます。

④利用料金

　 利用料金と その支払方法がき ちんと 記載さ

れているか。 法令で認めら れる利用料金以外

に、 権利金・ 協力金・ 使用料などのあいまい

な負担が課さ れていないか。 サービス提供事

業者の都合で変更でき るよう な書き 方をし て

いないか。

②契約期間

　 契約の期間（ ○年○月○日から ○年○月○

日まで） が記載さ れているか。 契約期間が満

了し た後の契約更新の取り 扱いがき ちんと 記

載さ れているか。

③サービス計画の説明

　 サービス計画やサービス提供記録を 、 利用

者に説明し たり 提供するこ と が記載さ れてい

るか。

⑤利用料金の滞納

　 利用料金を滞納し た場合でも 、 一定の猶予

期間を 設けるなどの配慮をし ているか。 直ち

にサービスを停止でき るこ と や違約金を支払

う こ と が定めら れていないか。

⑥利用者から の解約の手続き

　 利用者から の契約の解除が可能であるこ と

が記載さ れているか。

⑨秘密保持

　 文書による同意がなければ、 利用者および

家族に関する個人情報を第三者に漏ら さ ない

こ と が記載さ れているか。

⑦キャ ンセル

　 予定さ れているサービス利用を中止でき る

こ と が定めら れているか。 多額のキャ ンセル

料が必要になら ないか。

⑩損害賠償

　 利用者の身体・ 財産に損害を与えたと きは、

事業者が損害を賠償するこ と が定めら れてい

るか。 賠償の範囲が限定さ れていないか。

⑧苦情処理

　 事業者は、 苦情に対応する責任者を明ら か

にするなどの対応策を定めているか。

介護保険制度9
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特別なサービスを受けると き の自己負担は？

　 介護保険で は、 特別なサービ ス を 受け

よ う と する 場合に別途費用を 徴収でき る

事例について、 次のと おり 定めています。

　 契約書に、 こ れ以外の不合理な 名目の

費用がないか、 確かめまし ょ う 。

①各在宅サービ スにおいて、 事業所の通

常のサービ ス提供地域外から 利用する

と きの交通費

②訪問入浴介護において入浴剤等を用いるとき

③通所介護において通常要する 時間を 超

えてサービスを受けると き

④短期入所生活介護等において条件のよ

い特別な居室・ 療養室を選んだと き等

　 また、介護保険の利用限度額を超えたサー

ビスや配食などの介護保険対象外のサービ

スは、 全額自己負担と なり ます。 利用者の

判断で利用するかどう か選びまし ょ う 。

●契約は、 お互いが了解し てト ラ ブ ルを

未然に防ぐ ためのも のです。 介護サー

ビ ス の利用開始後も 同様で す。 疑問や

不明な 点は、 早めに説明を 求めて 話し

合う よう にし まし ょ う 。

●予約のキャ ンセルは事業所も 困り ます。

　 でき るだけ早く 連絡し まし ょ う 。

●サービ ス 担当者には、 看護職や介護職

のそれぞれの職務に応じ た業務範囲が

あるこ と を知っ ておきまし ょ う 。 たと え

ば、 訪問看護師に掃除や買い物を 頼む

こ と はできません。

●サービ ス 担当者に不満がある と き は、

担当者を 変えても ら う こ と も でき ます。

事業所の責任者やケアマネジャ ーに相

談し まし ょ う 。

●契約し ている 事業所を 変更する こ と も

で き ま す。 周囲のサービ ス 利用者と 情

報交換を し な がら 、 質のよ いサービ ス

を提供する事業所を選んでく ださ い。

介護サービスを受けるう えでの心構え

介護保険での利用者負担の範囲

●介護保険のサービスを 利用し た場合は、

利用者は費用の 1 〜 3 割を 自己負担す

るこ と になっ ています。

●デイ サービスなどの場合は、 1 〜 3 割負

担のほかに、 食費、 おむつ代、 日用品費、

理美容代等が自己負担になり ます。

●施設やショ ート ステイ などに入所し た場

合は、 1 〜 3 割負担のほかに、 食費・ 居

住費（ 低所得者への軽減措置があり ます

…116 ページ参照） と 理美容代等の日常

生活費を自己負担し ます。
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市役所介護保険課
224-7871

高齢者活躍支援課
224-5094

●苦情はどこ に申し 出る？

　 受けているサービスや認定結果等に不都合や不満があると き は、 その旨を申し 出て相談し た

り 、 正式に苦情の申し 立てをし て改善を求めるこ と ができます。

■サービス利用に関する相談・ 苦情は身近な窓口へ

①各サービス提供事業所から 提供さ れているサービスの内容に不満があると き は、 まずその

事業所の苦情相談窓口に相談するこ と を おすすめし ます。 サービス提供事業所は、 苦情が

あっ たと きは迅速かつ適切に対応し なければなら ないこ と になっ ています。

②サービスに対する不満は、 ケアプラ ンを作成し た居宅介護支援事業所に申し 出るこ と も で

き ます。 居宅介護支援事業所は、 事実関係を 確認し たう えでサービス事業所に改善を 求め

たり 、 事業所を変更するなどの対応をし ます。

③上記の相談だけでは解決さ れない場合、 市介護保険課に相談するこ と も でき ます。 市では、

長野県及び長野県国民健康保険団体連合会（ 国保連） と 連携し て問題の解決にあたり ます。

■不服審査請求

　 市が行っ た処分等（ 介護保険に関する決定など） に対する苦情については、 長野県に設置さ

れている介護保険審査会へ不服審査の請求をするこ と ができます。

［ 審査請求でき る主なも の］

・ 要介護認定または要支援認定に関するこ と 　 　 ・ 被保険者証の交付に関するこ と

・ 介護サービス費等の支給に関するこ と 　 　 　 　 ・ 給付制限に関するこ と

・ 保険料その他徴収金に関するこ と

（ 指定基準違反のと き ）
連携

連絡

（ 市での対応が困難なと き ）

連絡・ 取り 次ぎ

相談

苦情・ 相談

苦情・ 相談・ 申し 立て

苦情

調査・ 指導勧告
連絡・

改善要請等

調査・

指導助言

介護保険制度9

サービスに対する苦情への対応

地域包括支援センタ ー・ 在宅介護支援センタ ー・
社会福祉協議会・ 民生委員など

サービス提供事業所

長野県介護支援課
235-7121

国保連合会
（ 苦情処理担当委員）

238-1580

居宅介護支援
事　 業　 所
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【 訪問サービス】

　 ○訪問介護

　 ○訪問入浴介護

　 ○訪問看護

　 ○訪問リ ハビリ テーショ ン

　 ○居宅療養管理指導

【 通所サービス】

　 ○通所介護

　 ○通所リ ハビ リ テーショ ン

【 短期入所サービス】

　 ○短期入所生活介護

　 ○短期入所療養介護

【 その他】

　 ○特定施設入居者生活介護

　 ○福祉用具貸与

　 ○特定福祉用具販売　

　 ○住宅改修

　 ○介護老人福祉施設

　 ○介護老人保健施設

　 ○介護療養型医療施設

　 ○介護医療院

　 ○定期巡回・ 随時対応型

　 　 訪問介護看護

　 ○地域密着型通所介護

　 ○夜間対応型訪問介護

　 ○認知症対応型通所介護

　 ○小規模多機能型居宅介護

　 ○認知症対応型共同生活介護　 　

　 　（ グループホーム）

　 ○地域密着型特定施設入居者

　 　 生活介護

　 ○地域密着型介護老人福祉施設

　 　 入所者生活介護

　 ○看護小規模多機能型居宅介護

　 　（ 複合型サービス）

◎地域密着型サービス

【 訪問サービス】

　 ○介護予防訪問入浴介護

　 ○介護予防訪問看護

　 ○介護予防訪問リ ハビリ テーショ ン

　 ○介護予防居宅療養管理指導

【 通所サービス】

　 ○介護予防通所リ ハビリ テーショ ン

【 短期入所サービス】

　 ○介護予防短期入所生活介護

　 ○介護予防短期入所療養介護

【 その他】

　 ○介護予防特定施設入居者生活介護

　 ○介護予防福祉用具貸与

　 ○特定介護予防福祉用具販売

　 ○住宅改修

　 ○介護予防認知症対応型

　 　 通所介護

　 ○介護予防小規模多機能型

　 　 居宅介護

　 ○介護予防認知症対応型

　 　 共同生活介護

　 　（ グループホーム）

◎地域密着型介護予防サービ ス◎介護予防サービス

　 介護保険で利用でき るサービスには、 居宅で受けるも の、 施設に通う も の、 施設へ入所する

も のなど、 多様なサービスがあり ます。

介

護

給

付

サ

ー

ビ

ス

予

防

給

付

サ

ー

ビ

ス

◎居宅サービス

◎施設サービス

介護保険サービスの種類 問い合わせ： 介護保険課
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●「 サービス費用の目安」 の計算方法は

単位数 × 長野市の地域区分単価 =  サービス費用の目安

　 74 ページ以降の費用額は、 各サービスの単位数に、 長野市の地域区分単価（ 下表） をかけて

算出し ています。（ 10 円未満を切り 上げて掲載）

サービス費用の 1 〜 3 割が自己負担になり ます。

「 サービス費用の目安」 のほかに、 事業所の体制等によっ て加算があり ます。

サービス種類（ 予防サービスも 含みます） 地域区分単価

居宅療養管理指導　 福祉用具貸与 10 円

通所介護　 短期入所療養介護　 特定施設入居者生活介護
地域密着型通所介護　 認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
介護老人福祉施設　 介護老人保健施設　 介護療養型医療施設
介護医療院

10 .14 円

訪問リ ハビリ テーショ ン　 通所リ ハビリ テーショ ン　 短期入所生活介護
認知症対応型通所介護　 小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護（ 複合型サービス）

10 .17 円

訪問介護　 訪問入浴介護　 訪問看護
定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護　 居宅介護支援

10 .21 円

介護保険制度9



80

●在宅サービスの利用限度額

　 在宅サービスは要介護度やサービス区分別に利用でき る限度額が設けら れています。 心身の

状況や生活環境に応じ て、 計画的にサービスを利用し まし ょ う 。

■在宅サービスの利用限度額（ 下表の額の約１ ～ 3 割が自己負担になり ます。）

■その他の在宅サービスの場合

※利用限度額の範囲内でサービスを 利用し た場合、 原則と し て介護保険対象サービス費用の 9

〜 7 割が保険で給付さ れ、 利用者は残り の 1 〜 3 割を負担し ます。

利用限度額を 超えて、 サービスを利用し た場合、 超えた費用は利用者が全額自己負担するこ

と になり ます。

要介護度
利用でき る

単位数

1 カ 月あたり の利用限度額※

（ 下表の約 1 ～ 3 割が自己負担になり ます。）

要支援
要支援 1 5 ,032 単位 50 ,320 円程度

※ 1 単位を 10 円と し て計算し た場合の

目安の金額です。

※実際の費用は各サービスごと の「 単位

数×長野市の地域区分単価（ 10 円～

10 .21 円）」 によっ て算定さ れます。

要支援 2 10 ,531 単位 105 ,310 円程度

要介護

要介護 1 16 ,765 単位 167 ,650 円程度

要介護 2 19 ,705 単位 197 ,050 円程度

要介護 3 27 ,048 単位 270 ,480 円程度

要介護 4 30 ,938 単位 309 ,380 円程度

要介護 5 36 ,217 単位 362 ,170 円程度

「 在宅サービスの利用限度額」 に

含まれる サービス

「 在宅サービスの利用限度額」 に

含まれないサービス

●居宅サービスのう ち

訪問介護、 訪問入浴介護、 訪問看護、 訪問リ ハビリ

テーショ ン、 通所介護、 通所リ ハビリ テーショ ン、

福祉用具貸与、 短期入所生活介護、 短期入所療養介

護

●地域密着型サービスのう ち

定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護、 夜間対応型訪

問介護、 地域密着型通所介護、 認知症対応型通所介

護、 小規模多機能型居宅介護、 看護小規模多機能型

居宅介護（ 複合型サービス）

●居宅サービスのう ち

居宅療養管理指導、 特定施設入居者生活介護

●地域密着型サービスのう ち

認知症対応型共同生活介護、 地域密着型特定施設入

居者生活介護、 地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護

●施設サービスのう ち

介護老人福祉施設、 介護老人保健施設、

介護療養型医療施設、 介護医療院

福祉用具購入費 1 年間に 10 万円まで　 ※詳細は 99 ページ

住宅改修費 原則 20 万円まで　 　   ※詳細は 101 ページ

9 介
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●介護サービスを利用し た時の利用者負担

　 原則と し てサービス費用（ 介護報酬） の 1 〜 3 割を 負担し ていただき ます。（ 施設サービ ス

などを利用し た場合には、 こ の他に居住費・ 食費など、 日常生活に要する実費が必要です。）

【 利用者負担の判定の流れ】

65 歳以上

の人

本人の

合計所得金額が

220 万円以上

本人の

合計所得金額が

160 万円以上

220 万円未満

本人の

合計所得金額が

160 万円未満

下記以外の場合

同一世帯の 65 歳以上の人の

年金収入 + その他の合計所得金額

単身： 340 万円未満※

2 人以上： 463 万円未満

下記以外の場合

同一世帯の 65 歳以上の人の

年金収入 + その他の合計所得金額

単身： 280 万円未満

2 人以上： 346 万円未満

2 割負担

◎40 歳から 64 歳の人、市区町村民税非課税者、生活保護受給者は上記に関わら ず1 割負担と なり ます。

※単身 280 万円未満、2 人以上 346 万円未満の場合は1 割負担となります。

2 割負担

1 割負担

1 割負担

3 割負担

※ 1 　「 合計所得金額」 と は、 収入から 公的年金等控除や給与所得控除、 必要経費を控除し た後

で、 基礎控除や人的控除等の控除を する前の所得金額を いいます。 また、 長期譲渡所得及

び短期譲渡所得に係る特別控除を控除し た額で計算さ れます。

※ 2　  「 その他の合計所得金額」 と は、 合計所得金額から 年金の雑所得を除いた所得金額をいい

ます。

介護保険制度9


